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研究成果の概要（和文）：近年，ICT の標準，特許の関係が深化している。標準はデファクト

標準からコンセンサス標準へシフトしている。標準と特許に関する企業のビジネスモデル事例

がどのようなものであるかについて，オープン・イノベーションの視点で解明した。事例を検

証した結果，オープン・イノベーションによるビジネスモデル構築は，企業内製でなく外部機

関レベルで行われ，こうした変化はデファクト標準の衰退，コンセンサス標準の隆盛として出

現したことが明らかにされた。 

 

研究成果の概要（英文）：Recently, technical standardization has shifted from de facto to 

consensus standard in Information Communication Technology. Moreover, the number of 

enterprises declaring patents in the standardization process has increased. This research 

verifies the ‘strategy option of standards and patents’ in consensus standardization from 

the aspect of open innovation. Case studies of ICT multinational companies were presented. 

All case studies use the consensus standardization process and achieve open innovation. 

Closed innovation was assumed to be an initial innovation source in the consensus 

standardization. Two open coupled innovation elements were introduced. A high-capability 

enterprise formed the outside institute that generate the innovation when the best 

innovation could not be procured from outside. Achieving an open innovation was then 

attempted.  
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１．研究開始当初の背景 

（１）本研究に関連する国内外の研究動向及

び位置づけについて 

 

本研究はデファクト標準が衰退し，機関で

の合議によるコンセンサス標準が台頭する

現状について，オープン・イノベーションの

観点から分析しようとするものである。 

本研究は，標準化研究であるが,経営学にお

けるイノベーション論,競争戦略論,技術経営

論（MOT）とも関連している。まず本研究は,

標準化研究においては,標準化プロセスを理

論モデル化する実証研究に位置づけられる。

これらアプローチには ,C ． F ． Cargil

（1989,1997）,H．J．de Vries（1999）,山

田英夫（1997）などの先行研究がある。   

また本研究は経営戦略論における M．

Porter の競争戦略論における資源ベース理

論(Resource Based View, 以下 RBV)とも深

く関連している。RBV の場合,その資源を得

る上では他社との連携,すなわち「協調」が評

価の対象とされている。 

こうした視角はコンセンサス標準化にみ

られるコンソーシアムにおける企業間関係

のあり方,すなわち第 1 段階では協調し,第 2

段階では競争するという関係性を解明する

に有効なものである。 

また本研究はイノベーション研究とも深

く関連している。D．Teece（1986）は「な

ぜイノベーションを起こしている企業が,イ

ノベーションから十分な収益を得られない

ことが多いのか」という研究テーマに取り組

んでいる。Teece は,イノベーションの収益化

を決定付ける基本的構成要素を分析し,その

問題意識はイノベーションの収益化のため

の方策を提示することである。 

こうした問題意識は，近年脚光を浴びてい

るオープン・イノベーション（ Open 

Innovation,以下 OI）研究においても重要視

されている。OI は外部経営資源を獲得したり，

内部経営資源を外部へ供給したりすること

によって達成されるイノベーションであり，

イノベーションを生成する価値創造プロセ

スとイノベーションを経済的価値（収益化）

に転換する価値獲得プロセスがある。そして

特許など知的財産権は成功する OI ビジネス

モデルの形成に大きく貢献し，収益化に大き

く貢献するとされる（Chesbrough,2003）。

それはこれまでの内製型イノベーション形

成方法であるクローズド・イノベーション

（Closed Innovation,以下 CI）とは，形成の

特性が大きく異なっている。 

特許の戦略オプションは，標準化に絡む特

許戦略では，公開する標準化によって特許技

術を利用する不特定多数の利用者を見込む

オープンポリシー戦略がある。この戦略では，

特許技術が標準化されることによって価値

創造は達成されるが，ライセンス料自体は低

率ないし無償化されるため価値獲得は特許

技術の公開普及後に達成されることになる。

つまり価値創造を価値獲得に結び付けるの

にタイムラグが起こる。コンセンサス標準の

場合は確かにそうである。一方，利害関係者

を特定して限定するクローズドポリシー戦

略の場合は，ライセンス契約の個別交渉が濃

密に進行できるため価値創造と価値獲得が

タイムラグなく同期して達成可能になる。 

また CI の典型である強いデファクト標準

の場合も，市場支配が早期に達成できるため

タイムラグは少ないであろう。このように標

準の決め方によって価値創造と価値獲得の

発生時期に違いが生じる（Simcoe,2006）。 

したがって，コンセンサス標準化において

は，企業は価値創造後の価値獲得をどのよう

に早く，強固に達成するのかが課題となる。

つまり企業にとっては，価値獲得を意識した

価値創造のあり方（標準の取り方）や，標準

獲得後に収益化が持続するビジネスモデル

の設計が眼目になる（新宅・江藤,2008）。  

OI の研究対象は，イノベーションが企業の

意識的活動の成果であり，ビジネスモデルの

参照点が特定企業であることから，これまで

は企業内部の OI を中心に検討されてきた

(Chesbrough, Vanhaverbeke & West,2006）。

しかし近年では，企業が独立した外部機関と

提携や協同することによってOIを進化させ，

ビジネスモデルを成功させていることが明

ら か に さ れ て い る （ Chesbrough ，

2006,p.166）。例えば OI における外部機関の

活用について，既存のイノベーション供給源

として大学，研究機関，特許仲介企業などの

機関が OI へ貢献する機能が指摘されている

（Chesbrough,2003，2006）。 

本研究では，ICT の事例においてこうした

企業外部での OI が，コンセンサス標準に係

るビジネスモデル構築においてどのように

なされているのかを明らかにするものであ



る。 

 

２．研究の目的 

（１）コンセンサス標準のプロセス 

 

標準化の動向は変化している。これは実は
市場を完全支配するような強いデファクト
の獲得が容易でない現実を表わしており,か
つ標準化することとそれから得られる収益
と結びつけるパターンが変化した現象とし
て捉えられる。 

我々は 2000 年以降,相対的にデファクト件
数は減少し,企業が形成するグループ（コンソ
ーシアム,フォーラムなど）が「デジュール標
準」（以下デジュール）の策定プロセスを利
用して標準統一化する「コンセンサス標準」
が増加していることを明らかにしている。ま
た独自なビジネスモデルのうち,「標準」と「知
財」を組み合わせた収益化のモデル事例が存
在することを確認した。 

従来のデジュールでは,既に周知・普及した
技術を事後的に標準化していたのに対して,

コンセンサス標準では企業の思惑により開
発技術を事前に公的標準化している。企業は,

まずグループによってコンセンサス標準を
形成し,次にそれぞれ独自なビジネスモデル
を構築することによって収益を得ることを
企図しているのである。すなわち,デファクト
のプロセスは標準化と収益が一体な単式プ
ロセスであるのに対して,コンセンサス標準
化では,標準化段階とビジネスモデルによる
収益化段階の２段階プロセスとなり,企業の
競争戦略は一層複雑になっている。 

 

（２）なにを明らかにしようとするのか 

 

本研究の目的は,コンセンサス標準の実態
を明らかにし,さらに２段階プロセスにおけ
るビジネスモデルを OI のフレームワークを
用いて解明することにある。その進め方は次
のようなものである。グループに関する実態
を現す調査資料は整備されており,まずこれ
を基礎としてコンソーシアム標準型を選別
する。どのグループがどのような標準化を行
っているのか,またコンセンサス標準化をど
のように進めているのかを解明する。この段
階は,コンセンサスプロセスの標準化段階す
なわち第１段階の解明をするものである。つ
ぎにグループの構成企業がどのようなビジ
ネスモデルを構築しているのか,それを標準
化プロセスとどのように関連させて進めて
いるのかのメカニズムを解明する。これは第
２段階の解明となる。 
 

３．研究の方法 

標準と特許のビジネスモデルを達成して
いる ICT 日米企業から 4 社，標準化機関（コ

ンソーシアム，フォーラム）などへインタビ
ュー調査を行い，ビジネスモデルについて類
型化を試み,コンセンサス標準化に関して,標
準化プロセスとビジネスモデル形成パター
ンを体系的・理論的に実証し,解明することを
目的としている。OI 研究では，最適な外部の
既存イノベーションをいかに見つけるか，そ
してそれをいかに活用するかというのが論
点の軸である。また企業は競争優位な OI の
ビジネスモデルを達成するために「イノベー
ション活動の分割」すなわち価値創造局面と
価値獲得局面において外部イノベーション
要素をどのように活用しているのか，またど
のように内部と外部のイノベーション要素
をどのように調達して競争優位ビジネスモ
デルを構築しているのかを明らかにする。 

OI の達成には高いレベルの企業能力が必
要とされることが明らかにされているが，OI

を達成するのに必要な外部イノベーション
が存在しない場合，高能力の企業はどのよう
な戦略的行動を選択するのであろうか。こう
した点を踏まえ，次のような仮説を設定し，
企業事例を通じて検証をする。 

 

仮説１：企業は既存イノベーション要素を組
み合わせて競争優位な OI を構築しようとす
る 

仮説２：企業は内外に最適な既存イノベーシ
ョン要素がない場合，自ら設立して OI を達
成しようとする 

 

４．研究成果 

（１）コンセンサス標準化とビジネスモデル
構造の解明 

 

事例の各社は，標準と特許を関連付けるこ
とによって収益を得るため独自なビジネス
モデルを構築していた（研究成果，雑誌論文
⑥⑦⑧）。標準と特許の組み合わせに関して
２次元（中核－周辺），（企業レベル－機関レ
ベル）を設定し，コンセンサス標準の特徴を
明らかにした。すなわちコンセンサス標準の
OI が機関レベルで行われており，各企業は
「中核」型か「周辺」型かを戦略的に選択し
ている。つまりビジネスモデル構築について
は，企業内部でのみ行われたのではなく，標
準化機関なりコンソーシアムなりの機関コ
ミュニティーを活用するイノベーション形
成が選好されることが明らかにされた（研究
成果，雑誌論文①②③④⑤）。 

OI 先行研究において，不特定多数の業者と
交渉するのではなく，限定された信頼のある
利害関係者間で交渉するほうが，成功しやす
いという指摘がある（西野，2010）。本稿の
標準と特許のビジネスモデルにおいても，利
害関係者の交渉が標準化機関というコミュ
ニティーで行われていることが明らかにさ



れた。こうした傾向は標準化の決定主体が単
独企業レベル（デファクト標準化）から制度
化機関レベル（コンセンサス標準化）へとシ
フトし，そこで OI が達成されている事と示
している。すなわちデファクト標準が衰退し，
コンセンサス標準が台頭してきた理由は，企
業内部での OI が外部機関のコミュニティー
での OI へと転化したと言い換えることがで
きる(図 1)。 

 

（２）仮説の吟味 

 

仮説１：企業は既存イノベーション要素を組
み合わせて競争優位な OI を構築しようとす
る。 

事例において，価値創造の当初は技術内製
型の CI を行い，コンセンサス標準化に伴い
OI を行っている。価値獲得においては外部機
関を利用して事業化を成功させ OI を達成し
ている。全体プロセスにおいて，多様なイノ
ベーション要素を適宜に導入・放出して競争
優位な OI が構築されており，したがって仮
説１は支持される（図 1）。 

 

仮説２：企業は内外に最適な既存イノベーシ
ョン要素がない場合，自ら設立して OI を達
成しようとする。 

CC-Link 事例の場合,価値創造フェーズで，
三菱電機は主導して SSO として機能させる
目的で CLPA を設立し標準化を進め OI を達
成している(図 1)。価値獲得フェーズにおい
ても，普及機関として CLPA を機能させ FA

ビジネスにおける OI を達成している。
MPEG‐２の場合，三菱電機は特許マネジメ
ント機関として MPEG LA を共同で設立し
て OI を達成している(図 2)。このように最適
なイノベーション要素を得て OI を達成して
いることから仮説２は支持される。 

本調査では，事例のイノベーション形成に
ついて OI の視角からコンセンサス標準が構
成するビジネスモデルの特徴を明らかにし
た。第 1 に，企業は CI を起点として価値創
造と価値獲得のフェーズで最適な OI 要素を
適宜導入し，組み合わせて全体の OI を達成
していた。また OI では数多くの外部の知識
や資源を「さまざまなステージで多くのルー
ト」から導入または放出することにより企業
が成功するというものであるが，その源泉と
して企業は外部機関（SSO）において価値創
造，価値獲得のステージが依存していること
が明らかとなった。第 2 に，CI の典型である
デファクト標準とは異なり，コンセンサス標
準の OI の特徴として，外部機関を場として
企業間での互恵的関係をもたらすオープン
ポリシー，カップルド型が有効に機能するこ
とが明らかにされた。第 3 に，企業は最適な
OI を達成するために自ら外部機関を設立し

ていた。つまり高能力な企業は，単に外部イ
ノベーションを探索して導入するのではな
く，最適なイノベーションの源泉を自ら形
成・調達し，全体システムの OI を構築する
能力を保有する。これらは，OI の有効性につ
いて新たな知見を提供するものである。 

 

図１イノベーションの価値創造 
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図２ イノベーションの価値獲得 
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